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第3章 我が国企業による貿易及び投資の動向 

本章では、まず第 1節で我が国グローバル企業の動向及び我が国グローバル企業を取り巻くグロ

ーバル・バリューチェーンの動向について見ていくとともに、第 2節では我が国の経常収支や貿易

収支の動向について見ていく。 

第1節 我が国グローバル企業の動向と我が国グローバル企業を取り巻く 

 グローバル・バリューチェーンの動向 

1.  我が国グローバル企業の動向 

(1) 日系製造業の海外展開 

米中貿易摩擦や地政学的リスクを始めとして、我が国を取り巻くグローバル・バリューチェーン

に関わるリスクへの関心が高まっている。その中で、我が国のグローバル企業はどのようなグロー

バル・バリューチェーンを構築しているのかを考える。まず、日系製造業の海外展開を概観し、次

に日本国内に立地する企業の海外からの調達を見ていく。 

令和 5年版通商白書でも記載したが、日系製造業の海外展開を対外直接投資統計で見ると、2008

年に起きた世界金融危機や 2020年に起きた新型コロナウイルス感染症拡大など一時的な減少はあ

るものの、金額ベースで投資残高は拡大してきている（第 I-3-1-1 図）。その中でアジアは、北米、

欧州を上回る投資先となっており、2022年末時点で世界全体の約 4割を占めるに至っている。 

第 I-3-1-1 図 日本の対外直接投資残高（製造業分野）の推移 

 

資料：財務省「本邦対外資産負債残高」から作成。 

 

アジアの中での立地先としては、中国が最大でタイが続いている（第 I-3-1-2図）15。中国への投

資は金額ベースで拡大が続くが、総投資残高に占めるシェアは 2012年をピークに縮小に転じた。

代わって、タイ、インド、ベトナムなどが上昇しており、分散化が緩やかに進行している。また、

ASEANを一つの地域と考えれば、中国を上回る投資規模を有しており、2010年代半ば以降、中国

 
15 本節において、特に断らない限り、中国は本土のみで香港は含まない。ASEANは 10か国ベース。 
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より速いテンポで残高が拡大している。なお、2020 年以降は、新型コロナウイルス感染症拡大で

世界経済が減速する中で、中国のシェアが拡大に転じたが、2022年は再び小幅ながら縮小した。 

第 I-3-1-2 図 日本のアジア主要国・地域向け直接投資残高（製造業部門） 

  

資料：財務省「本邦対外資産負債残高」から作成。 

 

日系企業の立地について企業統計を使って確認する。経済産業省「海外事業活動基本調査」によ

れば、世界で日系製造業現地法人は約 11,000社が操業しており、そのうち約 8割に当たる約 8,400

社がアジアに立地している（第 I-3-1-3表）。アジアのシェアが対外直接投資残高ベースでは約 4割

であったことを考えると、企業数ベースでは製造業のアジア展開はより顕著に現れている。日本か

らの距離の近接性により、相対的に小規模な企業も多くアジアに展開していることが考えられる。

仮に一社当たりの平均売上高で事業規模を計算すると、アジアは米国の 3分の 1、欧州の 2分の 1

となっている。アジアの中では、中国、ASEANへの立地が多く、ASEANの中ではタイが最多で、

ベトナム、インドネシアが続いている。業種としては、化学、鉄鋼・金属などの素材関係、一般機

械、電気・情報通信機械、輸送機械などの機械関係が多い。 

第 I-3-1-3 表 日系海外現地法人の企業数（2021 年度） 

 

備考：「鉄鋼・金属」は鉄鋼、非鉄金属、金属製品の合計、「一般機械」ははん用機械、生産用機械、業務用機械の合計、「電気・

情報通信機械」は電気機械、情報通信機械の合計。 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」から作成。 
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第 I-3-1-8 図 在日機械製造業の調達額と調達先別シェア（業種別） 

 

資料：「経済産業省企業活動基本調査」から作成。 

また、海外からの調達は、国内からの調達に比べて、資本関係のある関係会社からの調達シェア

が高く、企業内取引の面が強い（第 I-3-1-9図）17。地域別に海外調達を見ると、総じて中国を含む

アジアからの調達において資本関係のある関係会社からの調達シェアが高い。既に見たようにアジ

アには多くの日系製造業現地法人が展開しており、アジアにおいて日系企業のサプライチェーンが

発達していることがうかがえる。海外の関係会社からの調達は、生産コストの低い国で生産すると

いう経済合理性とともに、本社のコントロールが効きやすく、品質の確証も得やすいことなども影

響していると考えられる。近年は、北米、欧州からの調達においても関係会社のシェアが上昇する

傾向にある18。 

第 I-3-1-9 図 在日機械製造業の調達における関係会社からの調達シェア 

  

資料：「経済産業省企業活動基本調査」から作成。 

 
17 「経済産業省企業活動基本調査」において、「関係会社」とは、「親会社」、「子会社」及び「関連会社」をいう。「親

会社」とは、企業の議決権の 50%を超えて所有している会社。「子会社」とは、ある会社（親会社）が 50%超の議決

権を所有する会社。「関連会社」とは、ある会社（親会社）が 20%以上 50%以下の議決権を所有する会社。なお、こ

の基準に達しなくても、経営を実質的に支配している場合を含む。 

18 海外からの調達において、2020、2021年度は、関係会社のシェア低下の動きが見られるが、新型コロナウイルス感

染症拡大に伴い、緊急時の調達先が限定された影響などが考えられる。 
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第 I-3-1-15 図 米国の輸入に占める中国のシェア 

 

資料：OECD TiVA から作成。 

 

米国の中国からの輸入について、両統計で経由国を比べたものが第 I-3-1-16図である22。通常

の貿易統計では二国間の直接的な貿易だけが計上されるのに対して、付加価値貿易統計では、中

国の付加価値は、対米輸出に含まれて直接米国に輸出されるとともに、一部はグローバル・バリ

ューチェーンに沿って第三国での加工組立てを経由して間接的に輸出される。米国の輸入に占め

る中国の付加価値は、約 8割が中国から直接輸入され、約 2割が ASEAN（特にベトナム）やメ

キシコなど第三国からの輸入に含まれている（第 I-3-1-17図）。通常の貿易統計と付加価値統計

でどちらが大きいかは、その国のグローバル・バリューチェーンにおける位置付けに影響され

る。既に見てきたように中国は前方参加を強めてきており、中国から中間財が第三国に輸出さ

れ、組み立てられた製品が第三国から米国に輸出される傾向が強まっていることが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
22 ここでは、通常の貿易統計という表現を使っているが、財のみでなく、サービスも含む。また、中国の付加価値は第

三国間の貿易にも含まれているが、簡略化のため省略している。 
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のシェアが上昇している（第 I-3-1-18図）23。その背景として、①貿易統計で見て、米国のこれら

の国・地域からの輸入シェア自体が上昇している（第 I-3-1-19図）とともに、②付加価値貿易統計

で見て、これらの国からの輸入に占める中国付加価値の濃度も上昇している（第 I-3-1-20図）こと

が挙げられる。貿易摩擦や地政学的リスク等の対応として、中国からの輸入の代替として、ASEAN

やメキシコからの輸入に切り替えたとしても、実質的には中国から輸入している可能性に留意が必

要である。 

第 I-3-1-18 図 米国の輸入における中国付加価値の直前経由国 

 

資料：OECD TiVA から作成。 

 

第 I-3-1-19 図 米国の輸入における地域別シェア 

  

資料：OECD TiVA から作成。 

 
23 第 I-3-1-18図及び第 I-3-1-19図において、EUは 2000～2020年の間に加盟国の変化があるが、推移を見るために全

期間統一的に 28か国ベースで表記した。また、これに合わせて、第 I-3-1-16図及び第 I-3-1-17図など 2020年だけ

の図表においても 28か国ベースにそろえた。同様に ASEANも、第Ⅰ-3-1-18図～第Ⅰ-3-1-20図において、全期間

統一的に 10か国ベースで表記した。 
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第 I-3-1-20 図 各国・地域の対米輸出に占める中国付加価値のシェア 

 

資料：OECD TiVA から作成。 

 

(4) 主要国・地域の輸出における米中のバランス 

ここまで中間財の調達という観点からグローバル・バリューチェーンのリスクを考えてきたが、

米中対立が深まる中で、各国・地域にとっての輸出先という視点から米中のバランスを見てみる。

第 I-3-1-21 図は主要国・地域の輸出における両国のシェアの推移を示している24。主要国・地域、

特に日本、韓国、台湾、ASEAN 等は、中国がWTO に加盟した 2000 年代初頭から中国向けシェ

アを大きく拡大してきた。その背景に、アジアにおける国際的生産分業、それに基づく生産拠点間

の資材の流れ、言い換えればグローバル・バリューチェーンの拡大があった。機械分野の輸出を中

間財・最終財に分けてプロットすれば、2000年以降、アジア諸国・地域の中間財輸出は、加工組立

地である中国向けのシェアが 45 度線を越えて大きく拡大している。反対に最終財輸出においては

米国の存在の方が大きく、45度線の左側を推移している。また、時系列の推移を見ると、2010年

代の半ば以降、揺り戻しの動きが見られる。例えば、輸出全体の動きとしては、ASEANは、米国

シェアの低下・中国シェアの拡大が続いていたが、2015年以降はほぼ 45度線に沿って、米中シェ

アが均衡する形で推移している。日本、韓国、台湾は、反転・逆行の動きが見られる。その背景に

は、グローバル・バリューチェーン拡大の一服、米中貿易摩擦や地政学的リスクから、サプライチ

ェーン寸断への懸念の高まり等が考えられる。財別に分ければ、中間財で日本、韓国、台湾、ASEAN

などで中国シェアの頭打ち、縮小の動きが観察される。一方、最終財は 45 度線の左側を推移し、

ASEAN、台湾などで米国シェアが大きく拡大している。 

 

 

 
24 複数の統計を組み合わせており、統計の関係から図表によって平仄が異なることがある。例えば、輸出全体の統計で

は原則として 2023年まで推移を追っているが、ASEAN（10か国ベース）、インドの最新年は 2022年となってい

る。また、RIETI-TIDの中間財・最終財別統計では最新年は 2022年となっている。この統計では ASEANは、ブル

ネイ、カンボジア、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムの 8か国ベース。2000

年、2015年は SITC分類から財別に集計されていたが、近年は HS分類からの集計も併せて公表されており、2020

年、2022年は HS分類からの集計データを利用した。 
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第 I-3-1-21 図 主要国・地域の輸出における米国・中国のシェア 

（2000 年→2015 年→2020 年→2023 年） 

 

 

資料：IMF「DOTS」、Global Trade Atlas、RIETI-TID から作成。 

 

この節の考察をまとめると、日系製造業はアジアを中心に海外展開を果たしてきた。国際的に展

開した素材や機械などの製造業現地法人が、日本本社を含めてグローバル・バリューチェーンを形

成した。国内に立地する製造業はこのような海外現地法人への部材供給とともに、海外からの部材

調達も進めたが、新型コロナウイルス感染症拡大を契機にグローバル・バリューチェーン寸断のリ

スクにも関心が高まった。一方、世界的に見てもグローバル・バリューチェーンにおける中国の中

間財供給者としてのプレゼンスが高まってきており、特に電気・電子、自動車産業等で日本を始め、

韓国、台湾、ASEAN等のアジア諸国・地域の中国との関係が強まっている。 
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